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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

1 総
新湘南国道（Ⅱ
期）の整備促進

国道１３４号及び国道１
号の慢性的な交通渋滞の
解消を図り、良好な交通
環境を得るために、残る
新湘南国道Ⅱ期事業の早
期整備の実現を図る。

道路利
用者及
び沿線
住民

政
策

新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 要望回数 年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

1
新湘南国道（Ⅱ
期）の整備促進

近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回 年8回
近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
新湘南バイパス
料金無料化の促
進

新湘南バイパス料金無料
化及び引下げにより、通
過交通車両を市内の一般
道路から、新湘南バイパ
スへ誘導することによる
渋滞緩和を図る

道路利
用者及
び沿線
住民

定
例
定
型

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ
国・県・関係
機関への要望
活動回数

年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

2
新湘南バイパス
料金無料化の促
進

高速道路無料化社会
実験の影響を踏まえ
つつ、国・県・関係
機関との連携を図
り、更に市民・地域
とともに料金引き下
げの要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回 年15回

高速道路無料化社会
実験の影響を踏まえ
つつ、国・県・関係
機関との連携を図
り、更に市民・地域
とともに料金引き下
げの要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
藤沢大磯線の整
備促進

さがみ縦貫道路・新湘南
国道と一体となった通過
交通の誘導・流入・分散
を図ることで、国道１
号・国道１３４号及び国
道４６号（相模原茅ヶ
崎）の交通環境改善や地
域産業の活性化を図る。

道路利
用者及
び沿線
住民

政
策

藤沢大磯線の
整備促進

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 要望回数 年20回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

事業の進捗が遅れて
いることから、近隣
市町との連携を図
り、早期整備の促進
要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回 年23回

事業の進捗が遅れて
いることから、近隣
市町との連携を図
り、早期整備の促進
要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年20回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回 年5回
説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

地元調整
調整会議の開
催回数

年10回 年8回 地元調整
調整会議の開
催回数

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

大山街道（伊勢原藤
沢線）の管理、方向
性について調整

県・関係機関
との意見交換
の開催

年5回 年5回
大山街道（伊勢原藤
沢線）の移管につい
て関係機関との調整

県・関係機関
との意見交換
の開催

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

（事業№601から統
合）

大山街道（伊勢原藤
沢線）の移管につい
て地元調整

調整会議の開
催回数

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
藤沢大磯線の整
備促進

（事業№601から統
合）

大山街道（伊勢原藤
沢線）の移管につい
て庁内調整

庁内会議調整
の開催回数

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

601 総
伊勢原藤沢線の
移管の調整検討

新道の県道４４号（伊勢
原藤沢）の県道４０４号
（遠藤茅ヶ崎）から県道
４５号（丸子中山茅ヶ
崎）区間の開通に伴い、
旧道の県道４４号（伊勢
原藤沢）の同区間の移管
について神奈川県と調整
を図る。

神奈川
県及び
関係機

関

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

601
伊勢原藤沢線の
移管の調整検討

庁内調整
庁内会議調整
の開催回数

年5回 年3回 （事業№3へ統合）

601
伊勢原藤沢線の
移管の調整検討

関係機関との調整
関係機関との
調整回数

年3回 年5回 （事業№3へ統合）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

601
伊勢原藤沢線の
移管の調整検討

地元調整
調整会議の開
催回数

年2回 年6回 （事業№3へ統合）

4 総

新湘南国道並び
に藤沢大磯線
（湘南新道）新
設改良促進協議
会

新湘南国道の改良促進、
西湘バイパスへの接続延
伸、並びに藤沢大磯線
（湘南新道）新設改良の
促進を図る

平塚
市、

茅ヶ崎
市、寒
川町、
大磯町

定
例
定
型

120
適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ
関係機関への
要望活動回数

年5回 120
現状維

持
なし 維持

4

新湘南国道並び
に藤沢大磯線
（湘南新道）新
設改良促進協議
会

協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 年8回 120
協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 120
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
さがみ縦貫道路
の整備促進

湘南、県央、多摩地域へ
の南北方向を貫く交通軸
として、県内主要都市と
の連携強化・交通の整序
化を図るとともに、現東
名、第二東名等と連絡し

道路利
用者及
び沿線
住民

政
策

さがみ縦貫道
路の整備促進

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 要望回数 年20回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

5
さがみ縦貫道路
の整備促進

近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年10回 年21回
近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年20回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
さがみ縦貫道路
の整備促進

説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回 年6回
説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
さがみ縦貫道路
の整備促進

地元調整
調整会議の開
催回数

年10回 年7回 地元調整
調整会議の開
催回数

年10回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
さがみ縦貫道路
の整備促進

（事業№602から統
合）

国・県及び関係機関
と連携を図り環境負
荷の軽減を行う

関係機関等へ
の要望活動

年10回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

602 総

首都圏中央連絡
自動車道などの
供用開始に伴う
環境負担の軽減

ＣＯ２の削減、騒音・振
動の低減

道路利
用者及
び沿線
住民

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ

602

首都圏中央連絡
自動車道などの
供用開始に伴う
環境負担の軽減

国・県及び関係機関
と連携を図り環境負
荷の軽減を行う

関係機関等へ
の要望活動

年10回 年7回 （事業№5へ統合）

6 総
首都圏中央連絡
道路建設促進期
成同盟会

神奈川県内の首都圏中央
連絡道路（さがみ縦貫道
路、横浜環状道路及び横
浜湘南道路）の建設促進
を図る

神奈川
県及び
市町

定
例
定
型

60
適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 関係機関への
要望活動

年5回 60
現状維

持
なし 維持

6
首都圏中央連絡
道路建設促進期
成同盟会

協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 年5回 60
協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 60
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

なし 維持

7 総
相模川の整備促
進

相模川河口から神川橋ま
での国土交通省管理区間
の無堤箇所・弱小堤箇所
について、自然環境に配
慮した築堤整備を行うこ
とで、水害から流域住民
の生命と財産を守り、安
全で良好な生活環境の実
現を図る

流域住
民

政
策

相模川の整備
促進

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 要望活動 年20回 120

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7
相模川の整備促
進

近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年20回 年22回
近隣市町との連携を
図り、早期整備の促
進要望を行う

国・県・関係
機関への要望
活動

年20回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
相模川の整備促
進

説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回 年7回
説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年10回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

7
相模川の整備促
進

地元調整
調整会議の開
催回数

年5回 年5回 地元調整
調整会議の開
催回数

年5回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
相模川の整備促
進

（事業№603から統
合）

平成２３年度相模川
整備促進協議会の開
催及び事務

平塚市、寒川
町と連携を図
り、国・県・
関係者への要
望活動の調整

年20回 120

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

603 総
相模川整備促進
協議会に係る事
務

相模川整備促進協議会会
長市として、相模川の整
備促進に関する情報の交
換、懸案事項の協議、関
係機関に対する陳情、要
望等を図る

流域自
治体

相模川の整備
の促進

120
適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ

603
相模川整備促進
協議会に係る事
務

平成２２年度相模川
整備促進協議会の開
催及び事務

平塚市、寒川
町と連携を図
り、国・県・
関係者への要
望活動の調整

年10回 年18回 120 （事業№7に統合）

8 総
小出川の改修整
備促進

流域の急激な都市化によ
り土地の利用形態が大き
く変化し、自然の保水遊
水機能が低下しているこ
とから、台風や集中豪雨
時の雨水放流先である河
川について、自然環境に
配慮した整備の実現を図
る

流域住
民

政
策

小出川の改修
整備促進

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 要望活動 年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

8
小出川の改修整
備促進

神奈川県との連携を
図り、早期整備、河
床掘削の要望を行う

県・関係機関
への要望活動

年10回 年13回

神奈川県との連携を
図り、早期整備、遊
水地誘致、河床掘削
等の要望を行う

県・関係機関
への要望活動

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
小出川の改修整
備促進

説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年5回 年3回
説明会、意見交換会
の開催

説明会、意見
交換会の開催
回数

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
千ノ川の流路整
備、浚渫事業
（県管理区間）

河床の堆積土を浚渫し安
定した流路を確保するこ
とで、浸水被害の軽減を
図る。

流域住
民

定
例
定
型

千ノ川の流路
整備、浚渫事
業（県管理区
間）

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 県・関係機関
への要望活動

年5回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
千ノ川の流路整
備、浚渫事業
（県管理区間）

神奈川県との連携を
図り、流路整備、浚
渫事業の要望を行う

県・関係機関
への要望活動

年5回 年9回
神奈川県との連携を
図り、流路整備、浚
渫事業の要望を行う

県・関係機関
への要望活動

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

604 総
里山公園外周道
路整備事業

地域住民及び公園利用者
の利便性と安全性の向上
を図る

地域住
民及び
公園利
用者

北部地域道路
整備事業

7,844
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

604
里山公園外周道
路整備事業

茅ヶ崎里山公園の外
周道路の整備を行う

8571号線埋
蔵文化財発掘
調査

8571号
線
508．
27㎡

8571号
線
266.16
㎡

7,844 （事業№10へ統合）

10 総
北部地域道路整
備事業

地域住民及び公園利用者
の利便性と安全性の向上
を図る

地域住
民及び
公園利
用者

政
策

北部地域道路
整備事業

15,430
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
事業の進捗状
況

用地取
得・工事
施工・埋
蔵文化財
発掘調
査・道路
詳細設計

28,810

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
北部地域道路整
備事業

地元要望道路用地等
の買収及び補償を行
う

8571号線：
用地買収

8571号
線
266．
13㎡

8571号
線
266．
13㎡

15,430
地元要望道路用地等
の調査及び設計を行
う。

8031号線：
ボーリング調
査、擁壁設計
委託

報告書作
成

3,000

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り

26
以
降

道路建設課への事務
移管を検討する

維持

10
北部地域道路整
備事業

（事業№604から統
合）

茅ヶ崎里山公園の外
周道路の整備を行う

8571号線道
路改良工事、
工作物等補償

8571号
線
Ｌ＝93
ｍ
Ｗ＝7.5
ｍ

25,350

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り

26
以
降

道路建設課への事務
移管を検討する

維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

10
北部地域道路整
備事業

（事業№605から統
合）

用地測量・用地維持
管理業務委託

8570号地積
測量図作成
8031号線外
２路線維持管
理

8570号
線地積測
量図作成
8031号
線外2路
線1,202
㎡

460

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り

26
以
降

道路建設課への事務
移管を検討する

維持

605 総
北部地域道路整
備関連事務

茅ヶ崎里山公園の外周道
路及び周辺道路の整備に
要する事務経費

地域住
民及び
公園利
用者

北部地域道路
整備事業

369
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

605
北部地域道路整
備関連事務

用地測量・用地維持
管理業務委託

8571号地積
測量図作成
８０３１号線
外２路線維持
管理

8571号
線地積測
量図作成
8031号
線外2路
線1,202
㎡

8570号
線求積図
作成
8031号
線外2路
線1,222
㎡

369 （事業№10へ統合）

11 総
県立茅ヶ崎里山
公園整備の促進

北部地区の自然環境を活
かした自然体験やイベン
ト等に利用できる広域公
園の整備を県に要請し、
北部地域の活性化を図
る。

地域住
民及び
公園利
用者

政
策

県立茅ヶ崎里
山公園整備の
促進

15
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 要望活動 年10回 35 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
県立茅ヶ崎里山
公園整備の促進

市長会等を通じて神
奈川県に整備促進の
要望活動等を行う。

県・関係機関
への要望活動

年10回 年6回 15
市長会等を通じて神
奈川県に整備促進の
要望活動等を行う。

県・関係機関
への要望活動

年10回 35
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
国道１号電線地
中化整備の促進

電柱や電線の地中化によ
り、道路の見通しが改善
され、歩行者が安全に利
用できるように早期整備
の実現を図る

歩道利
用者及
び沿線
住民

定
例
定
型

要望活動を行ってお
り、地中化は進んで
いるが、電柱の撤去
が進んでいない。

Ｂ
国・関係機関
への要望活動
回数

年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

12
国道１号電線地
中化整備の促進

国との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

国・関係機関
への要望活動
回数

年10回 年3回
国との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

国・関係機関
への要望活動
回数

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
中海岸寒川線の
整備促進

藤沢大磯線及びさがみ縦
貫道路の完成が近づき、
西久保、香川付近の交通
渋滞が予想され沿線住民
への影響も懸念される。
このため、都市計画道路
中海岸寒川線の整備促進
を図る

道路利
用者及
び沿線
住民

政
策

中海岸寒川線
の整備促進

要望活動を行ってい
るが、かながわのみ
ちづくり計画におい
て整備促進箇所から
外れている。

Ｂ 要望活動 年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13
中海岸寒川線の
整備促進

神奈川県及び関係機
関との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

県・関係機関
への要望活動

年10回 年10回

神奈川県及び関係機
関との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

県・関係機関
への要望活動

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13
中海岸寒川線の
整備促進

神奈川県及び関係機
関において早期推進
のための勉強会を開
催する

勉強会の開催
回数

年5回 年1回

神奈川県及び関係機
関において早期推進
のための勉強会を開
催する

勉強会の開催
回数

年3回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
県道の歩道及び
交通安全施設の
整備促進

歩行者が安全で利用でき
るように歩道及び交通安
全施設の早期整備実現を
図る

歩道利
用者及
び沿線
住民

定
例
定
型

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 県・関係機関
への要望活動

年10回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

14
県道遠藤茅ヶ崎
線の歩道整備促
進

神奈川県及び関係機
関との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

県・関係機関
への要望活動

年5回 年12回

神奈川県及び関係機
関との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

県・関係機関
への要望活動
回数

年10回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
県道戸塚茅ヶ崎
線横断施設の促
進

（事業№608から統
合）

地権者の協力が得ら
れないため暫定整備
を行っている。引き
続き、神奈川県及び
関係機関との連携を
図り、早期本整備の
促進要望を行う

県・関係機関
への要望活動
回数

年5回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

15 総 関東国道協会

生活を支える基盤として
国道等道路の重要性につ
いて広く理解を求めると
ともに、国道事業等の円
滑かつ着実な推進に寄与
することにより魅力ある
地域社会と豊かな生活の
実現を図る

賛同す
る市区
町村

定
例
定
型

40
適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 関係機関への
要望活動回数

年5回 40 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

15 関東国道協会
協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 年5回 40
協議会の参加及び負
担金の支出

関係機関への
要望活動

年5回 40
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

606 総
小出川河川美化
活動の促進

市及び河川管理者である
県が協力して、実施団体
をサポートし、河川美化
活動を図る。

地域住
民

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ

606
小出川河川美化
活動の促進

地域団体が行う草刈
り清掃、植栽草花河
川美化活動の支援を
行う

関係団体との
連絡窓口やご
み収集協力

年8回 年8回 （事業№16へ統合）

607 総
国道の道路美化
活動の促進

市及び道路管理者である
国土交通省が協力し、実
施団体である地域住民、
企業等の活動をサポート
し、道路美化活動を図
る。

地域住
民

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ

607
国道の道路美化
活動の促進

地域団体、企業等が
行う歩道清掃、除
草、花の管理等道路
美化活動の支援を行
う

関係団体との
連絡窓口やご
み収集協力

年20回 年20回 （事業№16へ統合）

16 総
小出川及び国道
の道路美化活動
の促進

市及び国や県が協力し
て、実施団体である地域
住民、企業等の活動をサ
ポートし、道路・河川の
美化活動を図る。

地域住
民

定
例
定
型

適切に美化活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 広報・収集ゴ
ミ回収回数

年28回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

16
小出川の美化活
動の促進

（事業№606から統
合）

地域団体が行う草刈
り清掃、植栽草花河
川美化活動の支援を
行う

関係団体との
連絡窓口やご
み収集協力

年8回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

16
国道の道路美化
活動の促進

（事業№607から統
合）

地域団体、企業等が
行う歩道清掃、除
草、花の管理等道路
美化活動の支援を行
う

関係団体との
連絡窓口やご
み収集協力

年20回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

608 総
県道戸塚茅ヶ崎
線横断施設の促
進

（仮称）緑が浜第二小学
校開校に合わせ、児童の
通学時の安全確保を図る

横断歩
道利用
者及び
沿線住

民

定
例
定
型

適切に要望活動を
行っており、成果が
出ている。

Ａ

608
県道戸塚茅ヶ崎
線横断施設の促
進

神奈川県及び関係機
関との連携を図り、
早期整備の促進要望
を行う

県・関係機関
への要望活動

年10回 年10回 （事業№14へ統合）

17 総
北部地区活性化
事業

多くの人に北部地区（芹
沢）へ来てもらい、北部
のまちおこし・活性化を
図る

市民

定
例
定
型

北部地区活性
化事業

1,675
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 事業実施回数 年15回 62 未 高 高 高 縮小 有り 維持

17
北部地区活性化
事業

せりざわ彼岸花の会
との協働事業で北部
地区の活性化を支援
する。

事業実施回数 年29回 年29回 1,675

協働推進事業は終了
するが、引き続きせ
りざわ彼岸花の会と
連携を図り、北部地
区の活性化を支援す
る。

事業実施回数 年15回 62 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 有り 23
協働推進事業が終了
した

維持

18 総

国・県の施策・
制度・予算に関
する要望調整事
務

本市の施策の推進と当面
の課題解決を図るため、
国の施策や予算等に関す
る要望を行う。

国・市
長会・
各議員

団

定
例
定
型

現時点で要望事項は
実現していないが、
今後実現が見込める
状況になりつつあ
る。

Ｂ 要望の実施回
数

年2回 未 高 中 高
現状維

持
有り

予算
なし

18
国の施策・制
度・予算に関す
る要望調整事務

要望書の照会、取り
まとめ、庁内調整、
要望書作成

要望の実施回
数

年１回 年1回
要望書の照会、取り
まとめ、庁内調整、
要望書作成

要望の実施回
数

年1回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24

関係課への照会方法
の工夫などにより精
査された要望を提出
する

予算
なし

18
県の施策・制
度・予算に関す
る要望調整事務

（事業№609から統
合）

要望書の照会、取り
まとめ、庁内調整、
要望書作成

要望の実施回
数

年1回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24

関係課への照会方法
の工夫などにより精
査された要望を提出
する

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

609 総
県の施策・制
度・予算に関す
る要望調整事務

本市の施策の推進と当面
の課題解決を図るため、
県の施策・予算に関する
要望を行う。

県・市
長会・
各議員

団

定
例
定
型

一部要望事項が実現
してきており、今後
実現が見込めるもの
もある。

Ｂ 要望の実施回
数

年1回 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

609
県の施策・制
度・予算に関す
る要望調整事務

要望書の照会、取り
まとめ、庁内調整、
要望書作成

要望の実施回
数

年1回 年1回 （事業№18へ統合）

19 総
地域活性化施策
支援事業

各課の地域活性化施策を
支援するため、（財）地
域活性化センターで行う
支援事業を活用する。

関係各
課

定
例
定
型

140

例年、支援、補助制
度の活用に応募して
いるが、２２年度は
応募していない。

Ｂ 支援事業の活
用

年1件以
上

140 未 高 中 高
現状維

持
有り 維持

19
地域活性化施策
支援事業

庁内調整事務
照会の実施回
数

年1回 年1回 140 庁内調整事務
支援事業の活
用

年1件以
上

140
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24
関係課への照会方法
の工夫などにより制
度の活用を促進する

維持

20 総
湘南広域都市行
政協議会事務

藤沢市及び寒川町との連
携・協調を図るため、各
種情報交換を行い、広域
連携の可能性を検討す
る。

藤沢
市・寒
川町

定
例
定
型

湘南広域都市
行政協議会に
よる広域連携
の検討

2,887

法定協議会を設立
し、新たな課題にも
取り組み、目的に向
かって着実に前進し
ている。

Ａ
協議会・事務
研究会等への
出席回数

年8回 2,920

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
湘南広域都市行
政協議会事務

協議会日程等の調整
及び協議会・事務研
究会への出席

協議会・事務
研究会等への
出席回数

年13回 年19回 2,887
協議会日程等の調整
及び協議会・事務研
究会への出席

協議会・事務
研究会等への
出席回数

年8回 2,920

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

21 総 旅券発給業務
旅券発給業務の権限移譲
に向け、具体的な検討、
準備を行う。

藤沢
市・寒
川町・
神奈川

県

政
策

湘南広域都市
行政協議会に
よる広域連携
の検討

２市１町で協議を重
ね、県と調整を進め
ており、開始に向け
た準備を進めてい
る。

Ａ パスポートの
発給件数

ー

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

21 旅券発給業務
旅券発給業務の権限
移譲に向けた調査研
究

旅券発給業務
に関する市町
長協議

年8回 年8回
旅券発給業務の権限
移譲に向けた調査研
究

開設に伴う規
約等の整備

平成２３
年度末ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

22 総
湘南地域市町連
絡協議会事務

県政総合センターを中心
とした５市３町の連携・
協調を図るため、各種情
報交換を行う。

湘南地
域の市
町・県

定
例
定
型

13

県と５市３町の情報
交換によって、連
携・強調が図られて
いる。

Ａ 会議等の開催
回数

年6回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

22
湘南地域市町連
絡協議会事務

会議日程等の調整及
び協議会への出席

会議への出席
回数

年5回 年5回 13
会議日程等の調整及
び協議会への出席

会議等の開催
回数

年6回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
湘南地域首長懇
談会

県と湘南地域の連携を深
め、諸課題の効果的な解
決を図るため、県知事と
湘南地域の首長の懇談会
を開催する。

湘南地
域の市
町・県

定
例
定
型

湘南地域における課
題解決に向け、県と
５市３町の連携が図
られている。

Ａ 開催回数 年1回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

23
湘南地域首長懇
談会

日程・発言項目等の
調整及び当日の随行

随行回数 年1回 年1回
市連協会長市として
日程・発言項目等の
調整及び会場設営等

開催回数 年1回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
平塚市・茅ヶ崎
市広域連携推進
協議会事務

平塚市との連携・協調を
図るため、各種情報交換
を行い、広域連携の可能
性を検討する。

平塚
市・関
係各課

定
例
定
型

新たな連携を開始し
た事項はないが、既
に連携が図られてい
る事項は充実が図ら
れている。

Ｂ 協議会等の開
催回数

年2回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

24
平塚市・茅ヶ崎
市広域連携推進
協議会事務

新たな連携項目や会
議日程等の調整及び
協議会・研修会への
出席

協議会・研修
会の開催回数

年2回 年1回

新たな連携項目や会
議日程等の調整及び
協議会・研修会への
出席

協議会等の開
催回数

年2回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
厚木基地騒音対
策事務

厚木基地航空機訓練に伴
う騒音対策のための活動
を行う。

航空機
騒音の
被害を
受けて
いる市
民等

定
例
定
型

100

要請活動等を行って
おり、岩国移駐に向
けて具体的に動き出
している。

Ｂ
航空機騒音に
関する苦情件
数

30件 100 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25
厚木基地騒音対
策事務

厚木基地騒音対策協
議会参加

協議会等参加
回数

年5回 年4回 60
厚木基地騒音対策協
議会参加

協議会等参加
回数

年5回 60
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

25
厚木基地騒音対
策事務

厚木基地関係市連絡
会議参加

会議参加回数 年4回 年1回 40
厚木基地関係市連絡
会議参加

会議参加回数 年4回 40
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

29,066 29,066 活動指標の名称 目標値 32,599 32,599

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

広域事業政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

広域事業政策課

施策目標 国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

25
厚木基地騒音対
策事務

基地騒音対策要請活
動

要請回数 年4回 年3回
基地騒音対策要請活
動

要請回数 年4回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
厚木基地騒音対
策事務

防音工事の周知及び
問い合わせ対応事務

問い合わせ対
応件数

年20件 年22件
防音工事の周知及び
問い合わせ対応事務

問い合わせ対
応件数

年20件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
厚木基地騒音対
策事務

騒音苦情対応事務 苦情対応件数 年30件 年29件 騒音苦情対応事務 苦情対応件数 年30件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総 権限移譲事務

権限の移譲により、茅ヶ
崎市の自治体としての自
主性を高め、より効率的
な事務執行を行うことが
できるようにする。

県・関
係各課

定
例
定
型

本市からの希望事務
がメニュー化され、
また、地域主権に向
け庁内調整を進めて
いる。

Ａ 移譲希望事項
の申し出件数

2件

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし

26 権限移譲事務
権限移譲への対応に
向けた庁内調整

移譲事務につ
いての照会実
施回数

年3回 年3回
権限移譲への対応に
向けた庁内調整

移譲事務につ
いての照会実
施回数

年5回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 権限移譲事務
県からのヒアリング
及び照会対応、県と
の協議

県の説明会へ
の参加回数

年7回 年23回
県からのヒアリング
及び照会対応、県と
の協議

県の説明会へ
の参加回数

年7回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総
特例市市長会事
務

構成市間の連携のもとに
行財政の円滑な運営を図
る。

特例市

定
例
定
型

41

特例市として連携し
た活動を行ってお
り、さらなる権限と
財源の確保が期待で
きる。

Ｂ 50 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27
特例市市長会事
務

会議等への出席 会議への出席 年4回 年4回 11 20
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

27
特例市市長会事
務

協議会の負担金の支
出

支出の回数 年1回 年1回 30 30
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に地震・津波等に
伴う諸現象による同時多
発的災害が発生した場合
に、被害を軽減するため
応急対策活動を課として
迅速、的確に対処する

全市民
等

888
災害応急対策活
動

応急災害対策の特命
の受理（災害等発生
時）

班員の配備 5名 4名

888
災害応急対策活
動

国・県道路管理者等
関係機関との連絡調
整

国・県の道路
及び河川管理
者並びに県立
公園管理者と
の連絡調整

随時 3回

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策マ
ニュアルの検証及び
見直し

マニュアルの
見直し

5月 3月

888
災害応急対策活
動

風水害等災害事前配
備及び対応

班員の配備 随時 2回

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援協定
に基づく応援要請

近隣市及び特
例市への応援
要請

随時 実績なし

888 総 庁内共通事務 212 212 142 142


